



















































































































































































































































































































































































































































































































































































金 融 50.8% 50.3% 53.7%
購 月 31.6 35.2 32.9
販 売 8.9 8.7 7.5
倉 庫 5.8 2.0 2.5
加 工 1.2 _0.9 0.9
利 用 1.4 1.7 2.2
そ の 他 0.2 1.3 0.4
事業総利益 100 100 100















純 損 益 100 100 100
金 融 215.1 229.3 189_3
購 貝 △30.9 △44ー0 △24.3
販 売 △27.4 △25.8 △25.7
倉 庫 △ 5.5 △13.3 △ 9.0










剰 余 金 組 合 数 4,329 4,277 4,225
1対1合 当 り剰余 金 恕i(千 円 ) 35,749 39,268 35,616














































自己ヲ行本 131,136 190,395 427,204
各日(A) 千円 千円 千円
払込7斉とf!.資金(B) 92,798 125,898 229,670











































































































































1960年度 60.54(;7itTI54,38昌{'Fl'54,90fi万円 23,11rii7m 77.6% 10.;%ことになる｡当面･貯金
残高のうちで定期性貯金
1970年度 252,764 204.167 427,978 85,316
1975年度 568,157 389,113 930,008 172,788

























































































































































































































































































































































































預 け 金 LlrL1305 危 円818 絶 円1,380
有 価 証 券 5,323 10,872 54,861
貸 出 金 14,423 31,499 57,556







































】 1970年 1975年 1980年
出 資 団 体 鮭円 憶円 f引ⅠJ
5,620 Ill,765 12.640
農水業者施設法人 784 1,586 4,270
系 統 団体 小 計 6,404 13,351 16,910
関 連 産 業 8,019 17,063F 33.481




















預 り金 の うちlLti姿 団体 86.7% ■79.9/o 86.3′o


































1975年 9ー76年 1977年 1978年 1979年 198(一年





























































































T･FrJ T-r'J Trl TTrl TlrJ
5.244.3 6.039.4 6,829.3 7.736.7 8,637.3
842.7 1.012.1 1,129.3 I.288.8 1,418.2
133.9 157.6 175.7 202.3 231.2
491.3 586.8 639.2 694.4 740.7
217.5 267.7 314.4 392.1 446.3













































㌍ 左品誓 凱 宗法 豪 家#:覧右 筆監ら 撃豚姦 肥育豚 麦鶏9'p 警 ;三 酪 農
辛均戸当り 常 時 飼 養 頭 羽 数 40.8 91.9 17.5 26.5 84.7 354.212,581 38,442 25.3
畜産販売視A(千円) 14.670 29,061 4.468 7,13222.17829,97949,511 41,67911,622
負債 節 B(千 FIl) 17,561 32,042 9.572 9,72319,37023,82524,149 23,19012,336
1頭羽当た り負債(千円) 431 349 266 366 229 67 1.9 0.6 488
B/Aの 比 率 (o/.) 119.7 110.3 205.0 136.3 87.3 79.5 48.8 55.6 106.1
に物財費支出の増加,販売収入の伸び悩みの帰結
であって,個別の経営改善の及ばない性質のもの
である｡そして畜産経営は費用と収益ともに自給
部分が低いために,事態が鮮明に表現されるので
あって,自給部分の相対的に多い水稲などの耕種
農業についてもその基本的事情は変らない｡
また,この累増する負債はいずれの畜種でも,
農協に80-90%を依なしている｡｢農家経済調査｣
によると,1979年の平均で農家の借入先は農協資
金52%,財政資金16%,その他32%である｡これ
と対比して畜産資金借入は,農協,財政資金によ
り強く依存していると言える｡これを言い換える
と,長期低利の制度資金が,農家の債務累増を助
長したとも言えるであろう｡
畜産に代表される農家の債務の累増は,農協に
複雑な問題を捉起した｡その一つは,農業資金貸
付けの貸倒れの危険性であり,もう一つは資金の
高率運用,利鞘収益増のための,農業資金貸付け
の積極的拡大という要請である.全国農協中央会
が1982年 5月に提唱した ｢系統農協経営刷新強化
万策｣は,農業資金融資について,つぎのような
方策をしめした｡
農協の農業振興万策に対応する営農指導の強
化O｢組合員の農業経営の確立をめざし,需要に見
合った生産の計画化,生産の組織化および農用地
の高度利用の推進などの諸対策を中心とする地域
農業の振興が重要課題である｡｣
(1)新しい土地利用秩序と農業生産組織の確立に
ょるコストの引下げ等をめざした地域農業振興計
画を策定
(Z) 地域農業振興のため,農業経営の複合化,
生産者組織の育成弓鋸ヒ,農用地の高度利用の推進,
横桟 ･施設の効率利用,生産販売ならびに農業技
術 ･経営などについて営農指導を強化｡
(3) 地域農業振興計画の策定 ･実施のための営
農指導体制の整備強化 (P16)
事業機能の弓鋸ヒと道営の効率化｡｢従来,信用事
業は総じていえは連合会段階における余裕金の高
率運用によってその収益基盤を支えてきたが,低
成長経済の定着にともなう資金循環構造の変化に
よって,そのような高率運用はもはや困難となり
つつあり,今後の展望においても事態は一層厳し
くなるものと予想される｡｣
(1)金融サービス機能の充実による事業休制の強
化
(2)融資基盤の拡充による貯貸率の向上｡農協段
階における貯貸率は36% (56年12月末)と著しく
低い状況にあるが,多様化するニーズにこたえる
とともに,事業収支の均衡を確保するためにも,
融資基盤の拡充による貯貸率の向上に取組まなけ
ればならない｡このため融資方針の確立,貸出権
限の見直し,審査基準の標準化,金利の弾力的に
対応できる融資体制の整備をすすめ,地域農業振
興計画との連携などによる農業資金への的確な対
応,各種ローンの活用による生活資金の拡充,刺
用者の拡大などにつとめる｣(P.22-22)0
上記の方策は農協中央機関に,それ以上のもの
を求めることはできない水準のものであろう｡そ
の万策のうちの ｢地域農業振興｣部分は,農業経
営の複合化を骨格とするものであるが,現在の条
件のもとでは,それはリスクの分散策として有効
であっても回避策ではないだろう｡そのような｢農
業振興｣策が,畜産に代表される農業資金の方面
での債務累増を解消して,農協信用事業の ｢融資
基盤の拡充による貯貸率の向上｣に,どれ程有効
であるかは即断を許されない｡
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